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事業構造改革の基本方針に関するお知らせ 

 

 

当社は、2011年４月５日開催の当社取締役会において、事業構造改革の基本方針について決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．決議に至った経緯 

当社が営業基盤とする北東北エリアにおいては、お客さまの生活防衛意識が依然として高く、低価格志向は

より強まり、少子高齢化に伴う人口減少による商圏の縮小と相俟って、競合他社との価格競争が一層激化する

など、全国的にみても特に厳しい状況が続いております。さらに、当該エリアにおける競争激化に伴う収益力

の低下を主たる要因として、業績不振店舗の減損損失などにより当期純損失を計上したことで、自己資本比率

が低下している状況にあります。また、直近の予期せぬ東日本大震災の発生による影響で消費環境の先行きの

不透明感が一層高まっております。 

今後当社は、安定した財務基盤を確立・強化するとともに、ますます競争が激化する北東北エリアにおいて

競争に打ち勝ち、2013年度には北東北売上高ＮＯ．１の座を奪還し、再度成長軌道へ回帰するために、抜本的

な経営方針の変更が不可欠と判断し、下記のとおり、「事業構造改革の基本方針」を策定したものであります。 

 

２．事業構造改革の基本方針 

（１）収益力の向上 

当社は、当社の営業基盤である北東北エリアにおける商圏が縮小傾向にあることなどの経済特性を踏まえ、

競争に打ち勝ち、北東北エリアにおけるシェアを向上させることを目的として、地域のお客さまのベーシッ

クなニーズにこだわる魅力的な店舗づくりを行い、競争力の強化をはかってまいります。 

当社が営業基盤とする北東北エリアにおいては厳しい経営環境が続いていることから、イオングループの

スケールメリットを活かした仕入コストの削減、新規仕入先の開拓、商品構成の見直しを行い、お客さまに

とって魅力ある売場への改装を積極的に推進してまいります。 

また、店舗レイアウト・什器・設備の変更による継続的な店舗オペレーションコストの削減等、徹底的な

コスト削減を行うことで、収益力の向上をはかります。 

 

（２）店舗網の再構築 

ここ数年、北東北エリアにおけるシェア拡大のため、積極的な新規出店を行ってまいりましたが、競争店

の出店もあり、現時点においては必ずしも効率的な店舗網とはいえない状況であります。このような現状を

踏まえ、当社の店舗網を再構築し、より効果的な出店戦略を確立してまいります。また、既存店舗における
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効率的な資産運用・活用方法の総合的検討を行い、個店単位の競争力を向上させ、再構築された店舗網との

相乗効果をはかってまいります。 

 

（３）財務体質の抜本的な強化 

前述のような厳しい経営環境において、当社の純資産が大きく減少し、自己資本比率が低下している状況

の下、資本の充実及び有利子負債の圧縮により安定した財務基盤の確立・強化を行ってまいります。 

 

当社は、本事業構造改革の基本方針に沿った収益力の向上及び店舗網の再構築のための必要資金の確実か

つ迅速な確保、並びに財務体質の抜本的な強化のためには、速やかに資本増強・資金調達を行うことが必要

不可欠であるとの判断に至り、当社の親会社であるイオン株式会社に対して、第三者割当による種類株式の

発行（以下「本件第三者割当」といいます。）を実施することを決定いたしました。なお、本件第三者割当の

詳細につきましては、本日付当社公表の「第三者割当によるＡ種種類株式の発行に関するお知らせ」をご参

照下さい。 

 

３．今後の見通し 

本事業構造改革の基本方針に沿って、当社収益力の向上、店舗網の再構築及び財務体質の抜本的な強化を実

現するために、本件第三者割当による調達資金を新規出店及び店舗活性化に伴う支出並びに短期借入金の返済

に充当する予定です。新規出店等の具体的な内容及び当期以降の業績に与える影響の見込みについては、確定

次第お知らせいたします。 

 

以上 

 


